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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１. 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２. 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま 

  せん。 

３．第22期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

  企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会 

  計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

４．当社は、平成18年６月21日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） ― ― 45,167 68,701 81,818 

経常利益 （百万円） ― ― 195 1,629 2,060 

中間（当期）純利益 （百万円） ― ― 239 748 1,000 

純資産額 （百万円） ― ― 22,973 16,215 24,189 

総資産額 （百万円） ― ― 44,869 29,203 41,881 

１株当たり純資産額 （円） ― ― 100,309.48 809,985.01 105,479.94 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） ― ― 1,051.83 36,644.80 4,797.57 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） ― ― 50.9 55.5 57.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） ― ― 2,491 2,233 5,022 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） ― ― △4,499 △4,350 △5,486 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） ― ― △1,316 △425 5,339 

現金及び現金同等物 

の中間期末（期末）残高 
（百万円） ― ― 8,433 6,883 11,758 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
（名） 

― 

〔   ―〕

― 

〔   ―〕

641 

〔 144〕

555 

〔  139〕

597 

〔  138〕



当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たりの指標の推移を参考までに掲げると

以下のとおりとなります。 

５．当社は、第23期中間連結会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間連結会計期間より金融商品 

  取引法第193条の２第１項の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しており 

  ません。 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

１株当たり純資産額 （円） ― ― 100,309.48 80,998.50 105,479.94 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） ― ― 1,051.83 3,664.48 4,797.57 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１. 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２. 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま 

  せん。 

３．第22期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

  企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会 

  計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

４．当社は、平成18年６月21日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

  当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たりの指標の推移を参考までに掲げる 

  と以下のとおりとなります。 

５．当社は、第23期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間会計期間より金融商品取引法 

  第193条の２第１項の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） ― ― 44,711 68,296 80,998 

経常利益 （百万円） ― ― 412 1,817 2,306 

中間（当期）純利益 （百万円） ― ― 375 743 974 

資本金 （百万円） ― ― 3,746 1,000 3,746 

発行済株式総数 （株） ― ― 227,800 20,000 227,800 

純資産額 （百万円） ― ― 23,075 16,330 22,659 

総資産額 （百万円） ― ― 44,540 28,902 39,007 

１株当たり純資産額 （円） ― ― 101,296.34 815,715.03 99,472.94 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） ― ― 1,649.59 36,350.54 4,673.79 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） ― ― 700.00 15,365.00 1,400.00 

自己資本比率 （％） ― ― 51.8 56.5 58.1 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
（名） 

― 

〔  ―〕

― 

〔  ―〕

597 

〔  136〕

515 

〔  126〕

556 

〔  123〕

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

１株当たり純資産額 （円） ― ― 101,296.34 81,571.50 99,472.94 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） ― ― 1,649.59 3,635.05 4,673.79 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） ― ― 700.00 1,536.50 1,400.00 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

      出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、パートタイマー）は、当中間連結会 

      計期間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 

２．当社グループの事業は、インターネットサービスを提供する単一事業であり、事業部門等の区分記載にも 

  そぐわないことから、従業員の状況についてはインターネットサービス事業として記載しております。 

(2) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

     用者数（人材会社からの派遣社員、パートタイマー）は、当中間会計期間の平均人員を〔 〕外数で記載し 

     ております。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

インターネットサービス事業 641 〔144〕 

合計 641 〔144〕 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 597 〔136〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、原油をはじめとする原材料価格の高騰やサブプライム問題等の影

響による米国経済の減速懸念など不透明要因はあるものの、企業収益の改善により設備投資は堅調に推移し、雇用

情勢も改善が進むなど、緩やかな景気回復基調が続いております。 

 インターネットサービスの事業環境につきましては、国内のブロードバンド加入者は本年６月末現在で2,713万

契約（総務省公表値。FTTH、DSL、CATVの合計）、そのうちFTTH利用者が966万契約と順調に増加し、ブロードバン

ド加入者全体に占める割合も36％となりました。また、携帯電話などのモバイル環境でのインターネット利用も増

加し、従来からの情報提供型サービスやショッピングサービスに加え、利用者の誰もが情報発信できる仕組みであ

るブログ、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）、動画共有サービスなどの利用がますます拡大して

おります。 

 このような環境にあって、当社グループはインターネットを安心・安全・快適にご利用いただくための「プラッ

トフォーム分野」と、インターネットを活用して暮らしを豊かにする「利活用分野」の２つの分野において、先進

的な技術を活用してお客様のニーズに応える、信頼性と利便性の高いサービス提供による事業展開を図ってまいり

ました。 

 当中間連結会計期間におきましては、FTTHサービスの事業構造安定化のため、光ファイバー接続会員の効率的な

獲得に努める一方、価格体系の改定を実施いたしました。また、利活用分野におきましては、集客力の向上のため

新サービスの積極的な提供を進めるとともに、広告・マーケティングビジネスの拡大に注力いたしました。 

 その結果、当社グループの業績につきましては、当中間連結会計期間の売上高は45,167百万円となりました。損

益につきましては、サポート活動の効率的な実施など、コストダウンを推進いたしましたが、サービス運用のため

のセンターシステムの整備ならびに利活用分野の収益拡大のための積極的な先行投資などに加え、新サービス立ち

上げのための導入費用が増加したため、売上原価は36,441百万円、売上総利益は8,725百万円となりました。ま

た、販売費及び一般管理費は、広告宣伝活動や一部商品のプロモーション活動が下期へ延伸となったことや効率的

な会員獲得による獲得初期費用の減少など削減要因はありましたが、利活用分野の拡大に向けた人員の増強などに

より人件費等が増加し8,241百万円となり、営業利益は483百万円となりました。また、基幹システムの入れ替えな

どによるソフトウェア資産の廃却等により、経常利益は195百万円、中間純利益は239百万円となりました。 

 次に分野別のご報告を申しあげます。 

（プラットフォーム分野） 

 プラットフォーム分野につきましては、当中間連結会計期間末のブロードバンド会員は前年度末比３万人増の

168万人、そのうち光ファイバー接続会員数は同７万人増の90万人となりました。当社は、FTTHサービスの事業構

造をより確実なものにし、お客様に長期間安定的にサービスをご利用いただくため、集合住宅向け光接続サービス

「@nifty光withフレッツ マンションタイプ」の価格改定を行いました。その影響で会員の新規獲得が伸び悩んだ

ものの、解約については、前期並みの水準で推移したため、ほぼ予想どおりの増収効果をあげることができまし

た。また、お客様にインターネットを「安心・安全」にご利用いただくための付加価値サービスである「常時安全

セキュリティ24」及び「@niftyバックアップ」について、引き続きサービスの安定的提供に努め、利用者も増加い

たしました。その結果、プラットフォーム分野の売上高は40,624百万円となりました。 

（利活用分野） 

 利活用分野につきましては、今後の売上拡大に向け、集客のための新サービス投入に積極的な投資を行いまし

た。当中間連結会計期間においては、当社グループの接続会員のみならず広くインターネットサービス利用者から

のアクセスを高めるために、ビデオシェアリングサービス「@niftyビデオ共有ベータ」、みんなでつくる地図サー

ビス「@nifty 地図・地域ガイド」、プロフィールサービス「アバウトミーベータ」、誰でも無料で使える大容

量・無期限保存のメールサービス「@niftyメール」、デコメ素材を投稿できる携帯SNS「@niftyデコゲット」等、

多数のサービスの提供を開始いたしました。また、ペ・ヨンジュン主演の 新TVドラマ「太王四神記（たいおうし

じんき）」の独占動画配信の12月開始を発表いたしました。更に、これまでご利用形態の違いにより「@nifty会

員」「@nifty ID登録ユーザー」「PLEASY（プリージー）利用者」と呼称やご利用いただけるサービス内容が異な

っておりましたが、それらを「@nifty会員」に統合し、より多くの方々に@niftyのサービスをご利用し易くいたし

ました。 



 広告ビジネスにつきましては、単価下落による市場環境悪化はあったものの、伸長いたしました。またマーケテ

ィングビジネスにおきましては、ウェブ2.0におけるマーケティングを支援する専門組織「ニフティ研究所」を設

立し、他社との協業によりバイラル広告商品「BuzzConnect（バズコネクト）」、クチコミマーケティング支援サ

ービス「MegaBuzz（メガバズ）」の提供を開始いたしました。一方、デジタルコンテンツビジネスにつきまして

は、無償サービスの広がりによって有償サービスの購入者の新規獲得が難しくなっております。また、コマースビ

ジネスについては、取扱商品の見直しを行い採算性の向上を図りました。その結果、利活用分野の売上高は4,542

百万円となりました。 

  

 なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度である為、前年同期との比較分析は行っておりませ

ん。(以下「(2) キャッシュ・フロー」及び「２ 生産、受注及び販売の状況」についても同じ） 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前年度末に比べて3,324百万円減少して8,433百万円となり

ました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、2,491百万円の収入となりました。これは主に、ブロードバンド売上高

の増加により売上債権が1,200百万円増加したものの、税金等調整前中間純利益434百万円を計上したことと、減価

償却費が3,112百万円となり、内部留保が増加したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、4,499百万円の支出となりました。これは主に、情報基盤の整備や利活

用分野における新しいサービス強化のためのソフトウェア投資と、前年度に引き続き、ベンチャー企業への投資を

目的とする国外を含めた投資組合や次世代ネットワークサービスを提供する企業へ出資したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、1,316百万円の支出となりました。これは主に、従来、営業キャッシ

ュ・フローに算入されていたリース債務の返済額が、リース資産の会計処理を変更したことに伴い、財務キャッシ

ュ・フローとして1,156百万円の支出となったことによるものです。なお、前年度の期末配当を159百万円行ってお

ります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループはインターネットサービスを提供する単一事業を営んでいることから、以下の記載については当社グ

ループのインターネットサービス事業について記載します。 

(1) 生産実績 

 当社グループは製品の生産を行っていないので、生産の記載事項はありません。 

(2) 受注実績 

 当社グループは受注生産を行っていないので、受注の記載事項はありません。 

(3) 販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績は、次のとおりです。 

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２. 当社グループの主な事業分野別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとお

 りとなっています。 

  

(4) 仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績は、次のとおりです。 

（注）１. 金額は、仕入価格によっています。 

２. 金額には消費税等は含まれておりません。 

事  業 販売高（百万円） 

インターネットサービス事業 45,167 

合計 45,167 

事 業 分 野 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日  
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％）

プラットフォーム分野 40,624 89.9 

利活用分野 4,542 10.1 

 合 計 45,167 100.0 

事 業 仕入高（百万円） 

 ネットワーク使用料 24,955 

 サポート業務委託費 1,630 

 コンテンツ使用料 1,905 

 その他仕入 2,459 

合 計 30,950 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、「ニフティとなら、きっとかなう。（With Us, You Can.）」の理念のもと、人々がより豊かな

生活を送り、夢を実現するためのお手伝いをするライフパートナーとして、お客様満足No.1となることを目標として

います。また、四半期経営を徹底して、事業のスピードアップと効率化を推進し、中長期的に成長性と収益性に富ん

だ強固な経営基盤づくりを進め、企業価値の持続的な向上を図ってまいります。この実現のため、以下の重要課題に

取り組んでまいります。 

 

(1) プラットフォーム分野の収益基盤の拡充 

  プラットフォーム分野は、FTTHサービスの普及が進み、収益構造が大きく変化する中で、当社グループの収益 

 基盤としての位置づけを強固にするために、FTTHサービスのビジネス構造の安定化を進めてまいります。 

  このため、効率的な会員獲得施策を推進するとともに、価格改定によって伸び悩んだ会員増加ペースを回復さ 

 せることを目指します。また、付加価値の高い有料サービスの提供によってARPU（Average Revenue Per User： 

 １人当たりの平均月額売上高）の向上に努めてまいります。更に、サポート業務については、効率化によるコス 

 トダウン推進に加え、ホームネットワーク等の新規分野における有償サポート事業の開拓に取り組んでまいりま 

 す。 

 

(2) 利活用分野のビジネス拡大 

  利活用分野は、ブロードバンドサービスの急速な普及により、従来の業界の枠組みを超えた大きなビジネスの 

 変革が起きております。このような事業環境の中で、当社グループ独自のビジネスモデルを確立してまいります。

  また、新規投資によって開始した多数の新サービスについて、利用者のニーズに応える機能性や操作性の一層 

 の向上を実現し、同じテーマに興味を持つ利用者が集まるテーマ型コミュニティを成長させることで、集客力の 

 大幅な強化を図ってまいります。この集客力を基盤として、広告・マーケティング事業を当社の新たな収益基盤 

 とするとともに、利用者が興味を持つテーマに合わせてデジタルコンテンツやショッピングサービスを提供する 

 ことにより、新たな需要を生み出し、新規顧客の開拓を行ってまいります。 

 

(3) 社員の意欲・能力の向上、優れた人材の育成 

    当社グループの 大の資源は人材であり、顧客満足を高める魅力的なインターネットサービスの開発、提供を 

 継続的に行っていくために、優れた感性、実行力、技術力を持った人材の育成と獲得を進めてまいります。この 

 ため、 先端の技術や知識を体得する場を提供するとともに、スキルマップによる能力開発支援や選抜型マネジ 

 メント研修、新しい人事制度への取組みなどにより社員の意欲・能力の向上を図ってまいります。また、今後、 

 更に拡大する利活用分野などに対して人的資源を重点的に配置し、競争力の一層の強化に努めてまいります。 

 これらの施策を通じて、企業風土の変革を進めてまいります。 

 

(4) 内部統制体制の強化 

   当社グループは、コーポレート・ガバナンスの一層の充実が経営の重要課題であることを認識し、執行役員制 

 度の導入、独立社外役員の招聘などにより、経営の監督の強化に努めてまいりました。また、「コーポレート・ 

 ガバナンス」「コンプライアンス」「リスクマネジメント」「社会貢献」の４つの面から示した当社グループの 

 行動指針「The NIFTY Way」の社員への一層の周知徹底を行ってまいります。 

  当社グループといたしましては、今後とも業務の適正を確保するために、内部統制体制の整備と業務プロセス 

 改革、業務の可視化の推進など、現場・現実を見据えて、経営の透明性、迅速性、公平性、健全性のさらなる強 

 化を推進し、経営品質の向上に努めてまいります。 

 

(5) 先進的な技術やビジネスモデル開拓への取り組み 

  インターネットの関連技術やビジネスモデルは日々目覚ましい速度で進歩・変化しており、企業グループとし 

 て成長していくためには、常にこれらを先取りした事業展開を行っていくことが必要と考えております。 

  当社グループは、積極的な開発投資や他社との提携による先進的な技術の獲得に注力しております。また、特 

 長ある技術やビジネスモデルを持つベンチャー企業に対しては、投資ファンド「投資事業有限責任組合GB-Ⅲ」 

 による投資を通じて、当社グループとの事業シナジーを追求し、より良いサービスの提供、新しいビジネス機会 

 の発掘、投資先企業の育成に注力してまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社グループの当中間連結会計期間の研究開発費は81百万円を計上しております。 

  当中間連結会計期間においては、５月に、当社が持つ先端技術でウェブ2.0におけるマーケティングを支援してい

く専門組織「ニフティ研究所」を当社の組織内研究所として設立しております。 

  当社は、従来よりブログ評判分析サービス「BuzzPulse（バズパルス）」を通じて新しいマーケティングソリュー

ションの研究・開発・商用化を進めてまいりましたが、ニフティ研究所では、これまでの研究活動に加え、さらに利

用者（生活者・マーケッター）が求めるニーズと当社がもつ先端技術の両面から研究活動を推進しております。 

  ニフティ研究所の活動内容は以下の５点です。 

  ・ウェブ2.0を切り口としたマーケティングソリューションの調査・研究・開発 

 ・新規事業分野の開拓や競争力強化を目的とした研究・開発 

 ・産・学・官との 新技術研究・開発 

 ・国内外の 新状況の調査・研究 

 ・各企業の課題に合わせた研究成果のビジネス商用化 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 800,000 

計 800,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 227,800 227,800 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

完全議決権株式

であり権利内容

に何ら限定のな

い当社における

標準となる株式

計 227,800 227,800 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高 

（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

 （百万円） 

平成19年４月１日～ 

 平成19年９月30日 
－ 227,800 － 3,746 － 2,746 



(5) 【大株主の状況】 

 （注） 上記の所有株式数には、信託業務による所有株式数を次のとおり含んでおります。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

富士通㈱ 
神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番

１号 
151,700 66.59 

ソネットエンタテインメント㈱  東京都品川区北品川四丁目７番35号  10,770 4.72 

クレデイスイスルクセンブルグエ

スエーデポジタリーバンク 

（常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行） 

56,GRAND RUE L-1660 LUXEMBOURG 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 
5,679 2.49 

ユナイテッドネーションズフォー

ザユナイテッドネーションズジョ

イントスタッフペンションファン

ドアユーエヌオーガン 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店） 

1 DAG HAMMARSKJOLD PLAZA, 885 2ND  

AVENUE, 4TH FLOOR, P. O. BOX 5037 

NEW YORK, NY 10017 

 （東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 

2,966 1.30 

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,744 1.20 

バイエリッシュフェラインスバン

クアーゲーカスタマーアカウント 

（常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行） 

AM SEDERANGER 5, MUNICH, F.R. GERMANY 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 
2,000 0.87 

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口４） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,545 0.67 

ニフティ従業員持株会 東京都品川区南大井六丁目26番１号 1,055 0.46 

資産管理サービス信託銀行㈱（証

券投資信託口）  
東京都中央区晴海一丁目８番12号  678 0.29 

チェースマンハッタンバンクジー

ティーエスクライアンツアカウン

トエスクロウ 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室） 

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS 

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED 

KINGDOM 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

648 0.28 

計 － 179,785 78.92 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 2,744株

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口４） 1,545株

資産管理サービス信託銀行㈱（証券投資信託口） 678株



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が18株含まれており 

ます。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれており 

ます。 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   227,800 227,800 
権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 227,800 ― ― 

総株主の議決権 ― 227,800 ― 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 184,000 119,000 125,000 127,000 113,000 101,000 

低（円） 104,000 105,000 112,000 105,000 98,500 81,500 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）については、「企業内容等の開示に

関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成19年８月15日内閣府令第65号）附則第12条第２項ただし書き

により、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）については、「企業内容等の開示に関す

る内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成19年８月15日内閣府令第65号）附則第11条第２項ただし書きによ

り、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3) 当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成

19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  5,754 6,100 

２ 預け金  2,679 5,657 

３ 売掛金  16,313 15,113 

４ たな卸資産  33 68 

５ 繰延税金資産  478 238 

６ その他  797 564 

貸倒引当金  △91 △54 

流動資産合計  25,966 57.9 27,689 66.1

Ⅱ 固定資産 ※１   

１ 有形固定資産    

(1) 建物付属設備  178 172   

(2) 器具及び備品  1,520 786   

(3) リース資産  4,279 －   

(4) 建設仮勘定  － 5,978 13.3 12 971 2.3

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  10,453 8,943   

(2) のれん  213 248   

(3) リース資産  111 －   

(4) その他  81 10,859 24.2 148 9,341 22.3

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  1,323 3,189   

(2) 繰延税金資産  － 0   

(3) その他  742 690   

貸倒引当金  △1 2,065 4.6 △1 3,878 9.3

固定資産合計  18,903 42.1 14,191 33.9

資産合計  44,869 100.0 41,881 100.0 

     
 



   
当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１  買掛金  10,911 10,242 

２  未払金 ※２ 3,890 3,737 

３  リース債務  1,995 － 

４  未払法人税等  330 35 

５  役員賞与引当金  13 31 

６  入会促進引当金  358 607 

７  その他  641 720 

流動負債合計  18,140 40.4 15,374 36.7

Ⅱ 固定負債    

１ リース債務  2,423 － 

２ 繰延税金負債  1,260 2,238 

３ 役員退職慰労引当金  71 77 

４ その他  0 － 

固定負債合計  3,756 8.4 2,316 5.5

負債合計  21,896 48.8 17,691 42.2

     

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  3,746 8.3 3,746 8.9

２ 資本剰余金  2,746 6.1 2,746 6.6

３ 利益剰余金  16,135 36.0 16,055 38.3

株主資本合計  22,629 50.4 22,549 53.8

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 221 0.5 1,479 3.5

評価・換算差額等合計  221 0.5 1,479 3.5

Ⅲ 少数株主持分  123 0.3 161 0.5

純資産合計  22,973 51.2 24,189 57.8

負債、純資産合計  44,869 100.0 41,881 100.0 

     



②【中間連結損益計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  45,167 100.0 81,818 100.0 

Ⅱ 売上原価  36,441 80.7 63,149 77.2

売上総利益  8,725 19.3 18,669 22.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 8,241 18.2 16,185 19.8

営業利益  483 1.1 2,483 3.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  23 16   

２ 受取配当金  1 1   

３ 手数料収入  15 170   

４ 失効ポイント収益  6 －   

５ その他  11 59 0.1 16 205 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 固定資産廃却損  274 391   

２ 株式交付費  － 89   

３ 上場関連費用  － 24   

４ その他  72 347 0.8 122 628 0.8

経常利益  195 0.4 2,060 2.5

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益  293 293 0.7 － － －

Ⅶ 特別損失    

１ 投資有価証券評価損  24 31   

２ リース会計基準の適用
に伴う影響額 

 30 －   

３ その他  0 54 0.1 － 31 0.0

税金等調整前中間（当
期）純利益 

 434 1.0 2,029 2.5

法人税、住民税及び事
業税 

 581 1,453   

法人税等調整額  △358 223 0.5 △401 1,051 1.3

少数株主損失  28 0.0 22 0.0

中間（当期）純利益  239 0.5 1,000 1.2

     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 3,746 2,746 16,055 22,549

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当   － － △159 △159

中間純利益   － － 239 239

株主資本以外の項目の中間連結会計期
間中の変動額（純額） 

－ － － －

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 80 80

平成19年９月30日 残高 （百万円） 3,746 2,746 16,135 22,629

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高 （百万円） 1,479 1,479 161 24,189 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   － － － △159 

中間純利益   － － － 239 

株主資本以外の項目の中間連結会計期
間中の変動額（純額） 

△1,257 △1,257 △38 △1,296 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,257 △1,257 △38 △1,216 

平成19年９月30日 残高 （百万円） 221 221 123 22,973 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 1,000 － 15,211 16,211

連結会計年度中の変動額     

新株の発行   2,746 2,746 － 5,493

剰余金の配当   － － △140 △140

利益処分による役員賞与（注） － － △16 △16

当期純利益   － － 1,000 1,000

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額） 

－ － － －

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

2,746 2,746 844 6,338

平成19年３月31日 残高 （百万円） 3,746 2,746 16,055 22,549

  

  評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 （百万円） 4 4 192 16,408 

連結会計年度中の変動額       

新株の発行   － － － 5,493 

剰余金の配当   － － － △140 

利益処分による役員賞与（注） － － － △16 

当期純利益   － － － 1,000 

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額） 

1,474 1,474 △31 1,443 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

1,474 1,474 △31 7,781 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 1,479 1,479 161 24,189 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

１  税金等調整前中間（当期）純利益 434 2,029

２  減価償却費 3,112 2,899

３  のれん償却額 35 70

４  貸倒引当金の増加額（減少：△） 37 27

５  退職給付引当金の増加額（減少：△） △97 △154

６  役員賞与引当金の増加額（減少：△） △18 31

７  役員退職慰労引当金の増加額（減少：△） △5 △22

８  入会促進引当金の増加額（減少：△） △248 607

９  受取利息及び受取配当金 △25 △18

10  投資有価証券売却益 △293 －

11  支払利息  19 －

12  固定資産廃却損 264 368

13  投資有価証券評価損 24 31

14  売上債権の減少額（増加：△） △1,200 △3,079

15  たな卸資産の減少額（増加：△） 34 △32

16  仕入債務の増加額（減少：△） 678 2,491

17  その他の流動資産の減少額（増加：△） △87 85

18  その他の流動負債の増加額（減少：△） 80 1,114

19  役員賞与の支払額 － △16

20  その他 42 19

小計 2,787 6,454

21  利息及び配当金の受取額 27 12

22  利息の支払額 △19 －

23  法人税等の支払額 △303 △1,445

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,491 5,022

 



  
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

１  投資有価証券の取得による支出 △310 △235

２  投資有価証券の売却による収入 177 －

３  有形固定資産の取得による支出 △943 △429

４  無形固定資産の取得による支出 △3,448 △4,811

５  その他 24 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,499 △5,486

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

１  株式の発行による収入 － 5,493

２  自己株式の取得による支出 － △14

３  配当金の支払額 △159 △140

４  リース債務返済による支出 △1,156 －

５  その他 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,316 5,339

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △3,324 4,874

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 11,758 6,883

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 8,433 11,758

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 ① 連結子会社の数       ４社 

 すべての子会社を連結しております。 

① 連結子会社の数       ４社 

 すべての子会社を連結しております。 

  連結子会社の名称 

コマースリンク㈱ 

㈱ライフメディア 

ネットライフパートナー㈱ 

投資事業有限責任組合GB-Ⅲ 

連結子会社の名称 

コマースリンク㈱ 

㈱ライフメディア 

ネットライフパートナー㈱ 

投資事業有限責任組合GB-Ⅲ 

 前連結会計年度において連結の範囲に

含めておりましたニフティコンテンツサ

ービス㈱は、清算結了により消滅したた

め、当連結会計年度より連結の範囲から

除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

① 持分法を適用した関連会社数 

 持分法適用の関連会社はありません。 

① 持分法を適用した関連会社数 

同左 

  ② 持分法を適用していない関連会社の名

称等 

 該当事項はありません。 

② 持分法を適用していない関連会社の名

称等 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結

決算日と一致しております。 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

   

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部純資産直入法、売却

原価は移動平均法） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部純資産直入法、売却

原価は移動平均法） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）について

は、組合の純資産の持分相当額を計上

しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  ② たな卸資産 

先入先出法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 減価償却費の計算には主として以下の 

見積耐用年数を使用しています。 

センターネットワーク機器  ５年 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

センターネットワーク機器  ５年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

自社利用ソフトウェア 

見込利用可能期間      ５年  

ノウハウ          ８年 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

自社利用ソフトウェア 

見込利用可能期間      ５年  

ノウハウ          ８年 

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

───── 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会計

年度における支給見込額の当中間連結会

計期間負担額を計上しております。 

② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会計

年度における支給見込額の負担額を計上

しております。 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき当中間連結会

計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 当中間連結会計期間末においては、前

払退職給付費用を投資その他の資産の

「その他」に計上しております。 

 また、会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、10年による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

 当連結会計年度末においては、前払退

職給付費用を投資その他の資産の「その

他」に計上しております。 

 また、会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、10年による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職により支給す

る退職慰労金に充てるため、内規に基づ

く当中間連結会計期間末要支給額の全額

を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職により支給す

る退職慰労金に充てるため、内規に基づ

く当連結会計年度末要支給額の全額を計

上しております。 

  ⑤ 入会促進引当金 

 入会促進を目的として実施するキャン

ペーンに係るキャッシュバックの負担に

備えるため、当中間連結会計期間末以降

負担すると見込まれる額を計上しており

ます。 

⑤ 入会促進引当金 

入会促進を目的として実施するキャン

ペーンに係るキャッシュバックの負担に

備えるため、当連結会計年度末以降負担

すると見込まれる額を計上しておりま

す。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

当社及び連結子会社は、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

 当社及び連結子会社は、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

(5) その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理方法は、税抜方式

によっております。 

① 消費税等の会計処理方法 

同左 

  ② 法人税額等の計算方法 

 中間連結会計期間に係る納付税額及び

法人税等調整額は、当連結会計年度にお

いて予定している特別償却準備金の積立

て及び取崩しを前提として、当中間連結

会計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

───── 

  ───── ③ 連結納税制度の適用 

 当社は、富士通㈱の完全子会社でなく

なったことから、同社を連結親法人とす

る連結納税制度から離脱いたしました。 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── 

  

（役員賞与に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準

第４号）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益が、それぞれ31百万円減少しております。 

───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は24,028百

万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

（有形固定資産の減価償却方法の変更及び耐用年数・残

存価額の見直し） 

 従来、当社及び連結子会社は有形固定資産の減価償却

方法について定率法を採用しておりましたが、当中間連

結会計期間より定額法に変更するとともに、あわせて耐

用年数についてもビジネスの実態に応じた回収期間を反

映したものとし、残存価額についても実質的残存価額と

いたしました。 

 この変更は、当中間連結会計期間より親会社である富

士通株式会社が有形固定資産の減価償却方法を定率法か

ら定額法に変更することに伴い、親子会社間の会計処理

を統一するため、また、インターネットサービス事業か

ら稼得される安定的な収益と投資後の減価償却費をより

厳格に対応させ、より適切にビジネスの業績を表すため

であります。 

 この変更及び見直しに伴い、従来の方法によった場合

と比べ、当中間連結会計期間において、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が、それぞれ27百万円

増加しております。 

 また、前連結会計年度末までに取得価額の５％まで償

却を完了した設備については、残存価額をゼロとして２

年間で減価償却を再開しておりますが、これによる償却

費の増加額20百万円が前記の影響額に含まれておりま

す。 

───── 

 



追加情報 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（リース取引の処理方法） 

従来、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当中間連結会計期間より、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成19年３月

30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成19年３月

30日 企業会計基準適用指針第16号）を早期適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しており

ます。 

 これにより、当中間連結会計期間において、営業利益

は22百万円、経常利益は２百万円それぞれ増加し、税金

等調整前中間純利益は27百万円減少しております。 

───── 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── 

  

(1) 執行役員退職慰労引当金 

 当連結会計年度から執行役員制度を導入し、執行役

員の退職慰労金規程を新設したことに伴い、執行役員

の退職により支給する執行役員退職慰労金の内規に基

づく当連結会計年度末要支給額の全額を、役員退職慰

労引当金に含め計上しております。 

 この結果、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益が、それぞれ11百万円減少しております。 

───── 

  

(2) 入会促進引当金 

 当連結会計年度から、入会促進を目的として実施す

るキャンペーンに係るキャッシュバック制度を変更し

たことにより生じる将来の負担に備えるため、当連結

会計年度末以降負担すると見込まれる額を計上してお

ります。 

 この結果、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益が、それぞれ607百万円減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は4,480百万円であ

ります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は3,610百万円であ

ります。 

※２ 消費税等の取り扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいため、流動負債の「未払金」

に含めて表示しております。 

───── 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 ※１ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

作業委託費 898百万円

拡販費 1,706 〃 

入会促進引当金繰入額 358 〃 

給料及び諸手当 1,316 〃 

回収手数料 1,154 〃 

貸倒引当金繰入額 92 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 13 〃 

退職給付費用 73 〃 

役員賞与引当金繰入額 11 〃 

のれん償却額 35 〃 

作業委託費 1,496百万円

広告宣伝費 385 〃 

拡販費 4,375 〃 

入会促進引当金繰入額 607 〃 

給料及び諸手当 2,292 〃 

賞与 857 〃 

退職給付費用 138 〃 

減価償却費 485 〃 

賃借料 520 〃 

回収手数料 2,212 〃 

貸倒引当金繰入額 55 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 34 〃 

役員賞与引当金繰入額 31 〃 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 227,800 － － 227,800 

合計 227,800 － － 227,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 159 700 平成19年３月31日 平成19年６月27日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年10月25日 

取締役会 
普通株式 159 利益剰余金 700 平成19年９月30日 平成19年12月３日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注） 普通株式の発行済株式数の増加207,800株は、株式分割による増加180,000株、有償一般募集による新株の発行

による増加27,800株であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式 20,000 207,800 － 227,800 

合計 20,000 207,800 － 227,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月25日 

取締役会 
普通株式 140 700 平成18年９月30日 平成18年10月25日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 159 利益剰余金 700 平成19年３月31日 平成19年６月27日

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 5,754百万円

預け金 2,679 〃 

現金及び現金同等物 8,433百万円

現金及び預金 6,100百万円

預け金 5,657 〃 

現金及び現金同等物 11,758百万円



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも 

の以外のファイナンス・リース取引 

───── ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

 額及び期末残高相当額 

 
  

取得価額 

相当額 

減価償却累計

額相当額 

期末残高 

相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

器具及び備品 8,571 4,461 4,110 

その他 939 706 232 

合計 9,511 5,168 4,343 

───── ② 未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内 1,902百万円 

１年超 2,472 〃 

合計 4,374百万円 

───── ③ 支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息 

 相当額 

  支払リース料 2,048百万円 

減価償却費相当額 2,008 〃 

支払利息相当額 18 〃 

───── ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

───── ⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

① リース資産の内容 

 （ア）有形固定資産 

 主として、センターシステム設備としてのホスト

機、サーバー、ネットワーク機器他（器具及び備

品）であります。 

 （イ） 無形固定資産 

 ソフトウェアであります。 

───── 

② リース資産の減価償却の方法 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項「４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 

───── 



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内訳及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

（注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について24百万円減損処理を行っております。

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について減損処理を行っております。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内訳及び連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投

資有価証券評価損31百万円を計上しております。 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 46 424 378 

合計 46 424 378 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 750 

その他 148 

合計 898 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 81 2,575 2,493 

合計 81 2,575 2,493 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 494 

その他 118 

合計 613 



（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間 （自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社及び連結子会社の事業は、インターネットサービス並びにこれらに付帯する単一事業であります。従い

まして、開示対象となるセグメントはありませんので記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社及び連結子会社の事業は、インターネットサービス並びにこれらに付帯する単一事業であります。従い

まして、開示対象となるセグメントはありませんので記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

１株当たり純資産額 100,309円48銭

１株当たり中間純利益 1,051円83銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 当社は、平成18年６月21日付で株式１株につき10株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 105,479円94銭

１株当たり当期純利益 4,797円57銭

  １株当たり純資産額 80,998円50銭

１株当たり当期純利益 3,664円48銭

 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純利益         （百万円） 239 1,000 

普通株主に帰属しない金額      （百万円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益  （百万円） 239 1,000 

期中平均株式数            （株） 227,800 208,554 



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  5,308 5,511   

２ 預け金  2,679 5,657   

３ 売掛金  16,184 14,968   

４ たな卸資産  33 65   

５ 繰延税金資産  420 229   

６ その他  739 557   

貸倒引当金  △91 △54   

流動資産合計  25,275 56.7 26,935 69.1

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物付属設備  167 168   

(2) 器具及び備品  1,481 764   

(3) リース資産  4,279 －   

有形固定資産合計  5,927 13.3 933   2.4

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  10,150 8,681   

(2) リース資産  111 －   

(3) その他  80 148   

無形固定資産合計  10,342 23.2 8,829   22.6

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  500 462   

(2) その他  2,494 1,848   

  貸倒引当金  △1 △1   

投資その他の資産合計  2,993 6.8 2,309   5.9

固定資産合計  19,264 43.3 12,071 30.9

資産合計  44,540 100.0 39,007 100.0 

     
 



   
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  10,880 10,102   

２ 未払金 ※２ 3,532 3,574   

３ リース債務  1,995 －   

４ 未払法人税等  328 22   

５ 役員賞与引当金  13 31   

６ 入会促進引当金  358 607   

７ その他  602 695   

流動負債合計  17,711 39.8 15,033 38.5

Ⅱ 固定負債    

１ リース債務  2,423 －   

２ 繰延税金負債  1,262 1,239   

３ 役員退職慰労引当金  67 74   

４ その他  0 －   

固定負債合計  3,753 8.4 1,314 3.4

負債合計  21,464 48.2 16,347 41.9

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  3,746 8.4 3,746 9.6

２ 資本剰余金    

(1）資本準備金  2,746 2,746   

資本剰余金合計  2,746 6.2 2,746 7.0

３ 利益剰余金    

(1）利益準備金  250 250   

(2）その他利益剰余金    

特別償却準備金  1,724 1,724   

別途積立金  12,565 12,565   

繰越利益剰余金  1,821 1,604   

利益剰余金合計  16,360 36.7 16,144 41.4

株主資本合計  22,854 51.3 22,637 58.0

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 221 0.5 21 0.1

評価・換算差額等合計  221 0.5 21 0.1

純資産合計  23,075 51.8 22,659 58.1

負債、純資産合計  44,540 100.0 39,007 100.0 

     



②【中間損益計算書】 

   
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  44,711 100.0 80,998 100.0 

Ⅱ 売上原価  35,776 80.0 61,496 75.9

売上総利益  8,935 20.0 19,502 24.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 8,215 18.4 16,722 20.6

営業利益  719 1.6 2,779 3.4

Ⅳ 営業外収益 ※２ 51 0.1 199 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※３ 359 0.8 673 0.8

経常利益  412 0.9 2,306 2.8

Ⅵ 特別利益 ※４ 293 0.7 1 0.0

Ⅶ 特別損失 ※５ 54 0.1 325 0.4

税引前中間（当期）純
利益 

 650 1.5 1,982 2.4

法人税、住民税及び事
業税 

 581 1,412   

法人税等調整額  △306 275 0.7 △404 1,008 1.2

中間（当期）純利益  375 0.8 974 1.2

     



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 特別償却積

立金 
別途積立金

繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,746 2,746 250 1,724 12,565 1,604 16,144 22,637

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当 － － － － － △159 △159 △159

中間純利益 － － － － － 375 375 375

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － 216 216 216

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

3,746 2,746 250 1,724 12,565 1,821 16,360 22,854

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

21 21 22,659

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当 － － △159

中間純利益 － － 375

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

199 199 199

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

199 199 415

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

221 221 23,075



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
  

利益剰余金
合計 

特別償却積
立金 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,000 － 250 1,648 12,565 862 15,325 16,325

事業年度中の変動額         

新株の発行 2,746 2,746 － － － － － 5,493

剰余金の配当 － － － － － △140 △140 △140

利益処分による役員賞与（注） － － － － － △16 △16 △16

特別償却準備金の積立（注） － － － 1,051 － △1,051 － －

特別償却準備金の取崩（注） － － － △376 － 376 － －

特別償却準備金の取崩 － － － △598 － 598 － －

当期純利益 － － － － － 974 974 974

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

2,746 2,746 － 76 － 742 818 6,312

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,746 2,746 250 1,724 12,565 1,604 16,144 22,637

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

4 4 16,330

事業年度中の変動額   

新株の発行 － － 5,493

剰余金の配当 － － △140

利益処分による役員賞与（注） － － △16

特別償却準備金の積立（注） － － －

特別償却準備金の取崩（注） － － －

特別償却準備金の取崩 － － －

当期純利益 － － 974

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

17 17 17

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

17 17 6,329

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

21 21 22,659



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合への出

資（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）につい

ては、組合の純資産の持分相当額を計

上しております。 

(1) 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合への出

資（証券取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）について

は、組合の純資産の持分相当額を計上

しております。 

  (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部純資産直入法、売

却原価は移動平均法） 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部純資産直入法、売

却原価は移動平均法） 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）について

は、組合の純資産の持分相当額を計上

しております。 

時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

２  たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

貯蔵品 

先入先出法による原価法 

貯蔵品 

同左 

３  固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

減価償却費の計算には主として以下

の見積耐用年数を使用しています。 

センターネットワーク機器  ５年 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

センターネットワーク機器  ５年 

  (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

自社利用ソフトウェア 

見込利用可能期間     ５年 

ノウハウ         ８年 

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

自社利用ソフトウェア 

見込利用可能期間     ５年 

ノウハウ         ８年 

  (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

───── 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４  引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事業年

度における支給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しております。 

(2) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事業年

度末における支給見込額の負担額を計

上しております。 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき当中間会計

期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 当中間会計期間末においては、前払

退職給付費用を投資その他の資産の

「その他」に計上しております。 

 また、会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、10年による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、当事業年度末においては、前

払退職給付費用を投資その他の資産の

「その他」に計上しております。 

 また、会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、10年による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職により支給

する退職慰労金に充てるため、内規に

基づく中間期末要支給額の全額を計上

しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職により支給

する退職慰労金に充てるため、内規に

基づく当事業年度末要支給額の全額を

計上しております。 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5) 入会促進引当金 

 入会促進を目的として実施するキャ

ンペーンに係るキャッシュバックの負

担に備えるため、当中間会計期間末以

降負担すると見込まれる額を計上して

おります。 

(5) 入会促進引当金 

 入会促進を目的として実施するキャ

ンペーンに係るキャッシュバックの負

担に備えるため、当事業年度末以降負

担すると見込まれる額を計上しており

ます。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

６  その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理方法は、税抜方

式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理方法 

同左 

  (2) 法人税額等の計算方法 

 中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当事業年度において

予定している特別償却準備金の積立て

及び取崩しを前提として、当中間会計

期間に係る金額を計算しております。 

───── 

  ───── (3) 連結納税制度の適用 

 当社は、富士通㈱の完全子会社でな

くなったことから、同社を連結親法人

とする連結納税制度から離脱いたしま

した。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── 

  

（役員賞与に係る会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益が、それぞれ31百万円減少しております。 

───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は22,659百

万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

（有形固定資産の減価償却方法の変更及び耐用年数・残

存価額の見直し） 

 従来、有形固定資産の減価償却方法について定率法を

採用しておりましたが、当中間会計期間より定額法に変

更するとともに、あわせて耐用年数についてもビジネス

の実態に応じた回収期間を反映したものとし、残存価額

についても実質的残存価額といたしました。 

 この変更は、当中間会計期間より親会社である富士通

株式会社が有形固定資産の減価償却方法を定率法から定

額法に変更することに伴い、親子会社間の会計処理を統

一するため、また、インターネットサービス事業から稼

得される安定的な収益と投資後の減価償却費をより厳格

に対応させ、より適切にビジネスの業績を表すためであ

ります。 

 この変更及び見直しに伴い、従来の方法によった場合

と比べ、当中間会計期間において、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が、それぞれ25百万円増加してお

ります。 

 また、前事業年度末までに取得価額の５％まで償却を

完了した設備については、残存価額をゼロとして２年間

で減価償却を再開しておりますが、これによる償却費の

増加額20百万円が前記の影響額に含まれております。 

───── 

 



追加情報 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（リース取引の処理方法） 

 従来、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当中間会計期間より、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成19年３月30日

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成19年３月30

日 企業会計基準適用指針第16号）を早期適用し、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しておりま

す。 

 これにより、当中間会計期間において、営業利益は22

百万円、経常利益は２百万円それぞれ増加し、税引前中

間純利益は27百万円減少しております。 

───── 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── 

  

(1) 執行役員退職慰労引当金 

 当事業年度から執行役員制度を導入し、執行役員の

退職慰労金規程を新設したことに伴い、執行役員の退

職により支給する退職慰労金の内規に基づく当事業年

度末要支給額の全額を、役員退職慰労引当金に含め計

上しております。 

 この結果、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益が、それぞれ11百万円減少しております。 

───── 

  

(2) 入会促進引当金 

 当事業年度から、入会促進を目的として実施するキ

ャンペーンに係るキャッシュバック制度を変更したこ

とにより生じる将来の負担に備えるため、当事業年度

末以降負担すると見込まれる額を計上しております。 

 この結果、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益が、それぞれ607百万円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額    4,364百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額    3,495百万円

※２ 消費税等の取り扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金

額的重要性が乏しいため、流動負債の「未払金」に含

めて表示しております。 

───── 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 

有形固定資産  1,278百万円 

無形固定資産  1,660  〃 

有形固定資産    242百万円 

無形固定資産  2,588  〃 

※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息     22百万円 

手数料収入     15  〃 

受取利息     16百万円 

手数料収入    170  〃 

※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 

固定資産廃却損    273百万円 

支払利息     19  〃 

固定資産廃却損    391百万円 

株式交付費     89  〃 

上場関連費用      24  〃 

※４ 特別利益の内訳 ※４    ────── 

投資事業組合分配金    293百万円  

※５ 特別損失の内訳 ※５ 特別損失の内訳 

投資有価証券評価損     24百万円 

リース会計基準の適用に伴う影

響額 

    30  〃 

投資有価証券評価損     31百万円 

関係会社株式評価損    294  〃 



（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

───── ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

 額及び期末残高相当額 

 
 

取得価額 

相当額 

減価償却累計

額相当額 

期末残高 

相当額 

  （百万円） （百万円） （百万円） 

器具及び備品 8,571 4,461 4,110 

その他 939 706 232 

合計 9,511 5,168 4,343 

───── ② 未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内 1,902百万円 

１年超 2,472 〃 

合計 4,374百万円 

───── ③ 支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息 

 相当額 

  支払リース料 2,048百万円 

減価償却費相当額 2,008 〃 

支払利息相当額 18 〃 

───── 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

───── 

  

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

① リース資産の内容 

   （ア）有形固定資産 

 主として、センターシステム設備としてのホスト

機、サーバー、ネットワーク機器他（器具及び備

品）であります。 

   （イ）無形固定資産 

  ソフトウェアであります。 

───── 

② リース資産の減価償却の方法 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「３ 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりで

あります。 

───── 



（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

（１株当たり情報） 

  

 （注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

１株当たり純資産額 101,296円34銭

１株当たり中間純利益 1,649円59銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 当社は、平成18年６月21日付で株式１株につき10株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。 

１株当たり純資産額 99,472円94銭

１株当たり当期純利益 4,673円79銭

  １株当たり純資産額 81,571円50銭

１株当たり当期純利益 3,635円05銭

 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純利益         （百万円） 375 974 

普通株主に帰属しない金額      （百万円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益  （百万円） 375 974 

期中平均株式数            （株） 227,800 208,554 



(2) 【その他】 

平成19年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………………159百万円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………700円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年12月３日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第22期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 平成19年６月28日 関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月１０日

ニフティ株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 里村 豊    印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 池上 玄    印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 唐木 秀明   印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているニフティ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ニフティ株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期

間より有形固定資産の減価償却方法の変更及び耐用年数・残存価額の見直しを行った。 

２. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期

間よりリース取引に関する会計基準を適用した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月１０日

ニフティ株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 里村 豊    印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 池上 玄    印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 唐木 秀明   印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているニフティ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２３期事業年度の中間会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ニフティ株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４月

１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１. 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より有形固定

資産の減価償却方法の変更及び耐用年数・残存価額の見直しを行った。 

２. 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間よりリース取

引に関する会計基準を適用した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

している。 
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